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１．定年延長が議論される背景

【Ⅰ．コンサルティングの基本的なすすめ方】

・高齢社員の急増が見込まれる

・次代の中核を担う人員は減少傾向

・厳しくなる人材獲得競争

高齢社員の活性化が重要課題

現状は再雇用による対応が多く、以下のような状況がよく見られる

・給与水準が一律大幅減額

・関連会社で吸収できる人員が限界

・定年退職以前と同じ仕事をするケースが増加

→給与減額が納得されず士気が低下、専門性の高い高齢社員が他社に流出

処遇の大幅な変化で意欲低下を招きやすい再雇用制度を見直し、

定年延長の是非を含め、職務と処遇を最適化して、高齢社員の士気を高めたい。
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２．主要論点

【Ⅰ．コンサルティングの基本的なすすめ方】

 高齢社員の職務と

処遇

例：管理職の継続／現定年年齢前と同じ仕事／知識・ノウハウを活かし、やや負担を軽減した仕事

／定型的・補助的な仕事

 働き方 勤務形態（短日勤務、短時間勤務、テレワーク等）／勤務地（高齢社員の一部を勤務地限定とする例があ

る）

 キャリアプランと

スキル習得

一定年齢でのキャリアデザイン研修、人事部門との個別話し合い等を通じた、事前の心構え・スキル習得が

納得感のために有効

 降職制度 役職定年制、役職任期制、一定年齢または在任年数到達時の評価による継続可否判定 等 →人員構成推移

を考慮して検討

 生涯給与 生涯給与額／給与カーブ／退職給付 →幅広い年層の士気に配慮することが必要

 制度自体の課題へ

の対応

高齢社員の人事制度見直しは、給与・退職給付・降職等、人事制度全体の見直しに及ぶことがあるため、高

齢社員と直接関係がない課題にも対応しておくかどうか（例：人材要件・評価の見直し、給与水準 等）

 人件費膨張を抑え

る方策

 制度移行の時期・

移行措置

人員政策・採用人数見直し／手当類・福利厚生費見直し／給与カーブ・生涯給与見直し／原資総額と配分の

決め方見直し 等

年齢別人員の長期推移、制度見直しによる人件費総額への影響、既存社員への影響等を確認して設定
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３．検討手順

【Ⅰ．コンサルティングの基本的なすすめ方】

１．高齢社員人事
制度検討の必要
性確認

(1)背景確認
・中期経営計画
・現行の高齢者
雇用制度の内
容・運用状況

(2)人員構成分析
(3)見直しの必要
性・効果・懸念
点の想定
・必要に応じ、
人件費への影
響をラフに試
算

２．高齢社員の人
事制度見直しに伴
う課題の整理

(1)経営トップ・幹
部インタビューに
よる方針・課題認
識の把握

(2)人事諸制度の内
容・運用状況分析

(3)高齢社員の働き
方・処遇および関
連諸制度の課題の
整理
＊高齢社員の人事
制度見直しに係
らず考慮すべき
課題も確認して
おく

(4)今後の取組計画
立案

３．基本構想の検
討

(1)高齢社員の職務
の想定
－部門長/高齢社
員インタビュー

(2)キャリアパスの
想定

(3)モデル生涯給与
（水準）想定
・基本給・諸手
当・賞与・退職
金

(4)人事諸制度に反
映すべき要件の整
理

(5)人件費増に関
する方針

(6)移行方法・時期
に関する方針

４．制度骨格設計
＊見直し後の諸制度
全体の骨格づくり

(1)職系・職群
・高齢社員の役割
と処遇の体系

・必要に応じて既
存体系見直し

(2)役職任免
・降職をどのよう
に行うか

・役職定年制度の
採否、採り入れ
る場合の基準

(3)キャリアデザイン
・高齢社員のキャリ
アデザイン研修・
面談

(4)勤務形態
(5)選択定年の採否
(6)評価制度
(7)給与
・基本給・諸手当
・賞与
・退職給付制度

５．制度詳細設計
・適合度検証

(1)給与・賞与・退
職給付制度の詳細

＊年金制度の見直
しには信託銀行・
生保等の支援が必
要

(2)その他の制度
および運用ルール
の詳細

(3)適合度検証
・モデル生涯収入
・個人別影響
・人件費総額

(4)移行措置の設定
・段階的移行の詳
細

・激変緩和措置
・人件費増抑制策
等

(5)実施移行計画

６．実施準備

(1)社内周知
・説明会
・移行措置の個別
説明（必要に応
じて）

(2)退職給付制度変
更諸手続

(3)新制度の各社員
への適用準備

(4)システム対応
等

制度設計フェーズ 実施準備フェーズ
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定年延長基本構想の一例

【Ⅱ．コンサルティング事例】

XX. XX. XX.
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